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たJ (i ページ〉というのが氏の基本認識であり，この 170年代後半から80年代前半までの構
造的再編期J (向上〉が本書の主要対象となる。したがって， 1資本蓄積の停滞と低成長にと
もなう資本過剰の露呈J (向上〉の解明を基本的分析視点とする本書は， 1西ドイツ経済の危
機の分析の書である J (ii ページ〉。
この危機への対応とその限界が本書の主要テーマとなり，第 1~4章の第 I 部では， 170年





























と表わされる。 J は労働分配率， Kは投下資本量， Yは潜在的生産能力， u は操業率である。






























































































































有形資産 66.2 56.4 
純固定資本投資 31. 6 23.3 
在 庫 34.6 33.1 
金融資産 33.8 43.6 
現 金 2.5 9.8 
短期債権 20.6 19.5 
長期債権 2.8 1.9 
証 券 1.5 4.9 
資本参加 6.4 7.5 















































(2) W財政金融統計月報』大蔵省， 458号， 1990年 6 月， 23ページ。
(3) “ The capital finance account of the Federal Republic of Germany for 1989ぺ Monthly Reρort 
















(9 ページ〉と主張する。だが，第 5 ， 6 章では逆に対EC，対米直接投資と輸出の強い相関
性を強調しており，しかも労働集約財産業の直接投資を主体とする途上国向け直接投資の比重
は1987年末で13% (165ページ〉と低水準である。 したがって， この水準としては低い労働集
約財産業の直接投資で直接投資一般を代表させて国内経済への影響を展望できるかどうか，が
(4) 1西ドイツ企業，家計の『過剰資本~ -80年代の対外証券投資と関連してーJ (奈良産業大学『産業
と経済』第 4巻第 1 ・ 2 号， 1989年 6 月)， 180年代における西ドイツの対外証券投資J (W証券経済学
会年報』第25号， 1990年 5 月〉
(5) ここで，氏の企業余剰資金と80年代の対外証券投資の直結論を批判した拙論(前掲『産業と経済』
論文〉に対しての氏の反批判に答えておきたい。























企業買収のために支出されJ (196ページ)， 1"この根底には， EC企業の資本の過剰化が存在
するJ (向上〉という論理がそれである。しかし，企業買収と設備拡張は必ずしも対立するも
のではなく，この両者が対立するかどうかは需要状況に依存する。たとえ氏のいうように各国
内部で資本過剰が進行し需要が停滞していても，内需の停滞時に必ずしも外需が停滞するとは
かぎらず，むしろ92年EC統合が外需による内需補完作用を強める可能性を有していることは
否定できない。したがって，対米直接投資の動向に加えて92年EC統合のこの側面をふまえた
うえで，直接投資の国内経済への影響が総合的に判断されるべきである。
IV 
以上の 4 点の疑問はすべて本書の基軸概念である資本過剰にかかわる。これらを資本過剰に
則して再整理すると以下の問題に帰着する。1. 70年代後半以降の資本過剰は構造的なものか
循環的なものか。構造的なものとすればその根拠は何か。 2. 現実資本の過剰と貨幣資本の過
剰は如何に関連するのか。後者の独自な動きの根拠は何か。 3. 企業次元での過剰資本と国民
経済次元での過剰資本は如何に関連するのか。 4. 国民経済次元と国際経済次元での過剰資本
を同一視できるのか。できないとすれば両者の関連は如何なるものか。以上 4 点である。
不釣り合いに批判部分が長くなってしまったが，これは本書に対する低い評価を意味しなし、。
逆である。本書は資本過剰概念を基軸として現代西ドイツ経済を体系的に分析した先駆的業績
であり，先駆的であるがゆえに未解決の諸問題を少なからず残している。が，それゆえ今後ド
イツ経済を分析するさいの課題を我々に明確に示すことになった。この小論で、示された諸問題
とともに言及されきれなかった多くの成果をふまえたうえで，さらに農業，金融，証券の分析
を加えてドイツ経済研究を深化させることは氏のみならず我々自身の課題でもある。
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